
平成２６年４月

人事教育局衛生官付

自衛隊法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係訓令の整備に関

する訓令案に対する意見募集の結果及び同訓令の制定について

自衛隊法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令 以（

下「整備訓令」という ）による防衛医科大学校規則（昭和４９年防衛庁訓令第２８号）。

への看護学科学生の受験資格等に係る規定の新設（改正後の同規則第１５条）につきま

しては、平成２６年２月２４日から同年３月２５日までの間、広く国民の皆様から意見

を募集したところですが、御意見は寄せられませんでしたので、報告します。

なお、整備訓令の審査過程で、改正後の防衛医科大学校規則第１５条第２項における

（ 「 」非常勤隊員である保健師及び看護師である技官となるべき者 以下 技官候補看護学生

という ）の採用方法については、省令を引用し「自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府。

令第４０号）第２１条第２項ただし書に規定する試験」と規定するのではなく、隊員の

任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第６６号）第１２

条の２において、面接、経歴評定その他の適宜の方法による能力の実証を経て行うもの

とされている非常勤隊員から技官候補看護学生を明示的に除外する改正を行った上で、

さらに同訓令を引用し 「隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７、

年防衛庁訓令第６６号）第１２条の２第１項の規定にかかわらず」と規定するよう、技

術的な修正を行うこととしたので補足します。

また、整備訓令第１条による自衛官等の採用のための身体検査に関する訓令（昭和２

９年防衛庁訓令第１４号）の一部改正については、同訓令が自衛官又は自衛官に準ずる

者の採用のための身体検査に関する訓令であるところ、自衛隊法等の一部を改正する法

律 平成２４年法律第１００号 以下 隊法等改正法 という により防衛省設置法 昭（ 。 「 」 。） （

和２９年法律第１６４号）が改正され、防衛医科大学校の学生に非常勤職員である技官

候補看護学生が加えられたため、同訓令が事務官等に準ずる技官候補看護学生に適用さ

れることのないよう、この者を同訓令第１条の適用対象となる防衛医科大学校の学生か

ら除くものです。この改正は行政手続法第３９条第４項第８号に定める他の法令の改正

に伴い当然必要とされる規定の整理であることから、意見公募手続を実施しませんでし

た。

整備訓令第１５条による防衛医科大学校規則の一部改正のうち同規則第６条の改正に

ついては、同規則において防衛省設置法を引用する際に「法」と略する規定を加える用

語の整理、及び防衛医科大学校の医学科学生の受験資格における「防衛省設置法第１６

条第４項に定める者」に係る補足規定を、改正後の本規則第１５条第１項（看護学科学

生の受験資格）にも適用する規定の追加は、いずれも行政手続法第３９条第４項第８号

に定める他の法令（この場合本規則第１５条の新設）の改正に伴い当然必要とされる規

定の整理であることから、意見公募手続を実施しませんでした。



整備訓令第１７条による事務官等の採用方法及び手続に関する訓令（平成２４年防衛

省訓令第５号）の一部改正については、同訓令第１条の「事務官等」の定義規定におい

て、事務官等に定義されない者に防衛医科大学校の学生及び非常勤の者が併記されてい

るところ、技官候補看護学生はその両方の身分を併せもつことから、同条における防衛

医科大学校の学生からこの者を除き二重規定を回避するものです。この改正は、隊法等

改正法による防衛省設置法の改正により、防衛医科大学校の学生に非常勤職員である技

官候補看護学生が加えられたことによるものであり、行政手続法第３９条第４項第８号

に定める他の法令の改正に伴い当然必要とされる規定の整理であり、意見公募手続を実

施しませんでした。

さらに、整備訓令第１８条による陸上自衛隊看護学生の任用等に関する訓令（昭和３

２年陸上自衛隊訓令第１７号）の一部改正については、陸上自衛隊の看護官を平成２６

年度に防衛医科大学校（医学教育部）に新設する保健師及び看護師養成課程において養

成することとし、陸上自衛隊看護学生としての採用を平成２５年度採用者をもって終了

したことから、その任用について規定した同訓令第３条の２及び試験等について規定し

た同訓令第４条を削除するものです。この改正は、隊法等改正法による防衛省設置法の

、 、改正により 陸上自衛隊看護学生の任用に係る規定が不要となることによるものであり

行政手続法第３９条第４項第８号に定める他の法令の改正に伴い当然必要とされる規定

の整理であり、意見公募手続を実施しませんでした。

今後とも防衛省・自衛隊に対してご理解とご協力をお願い申し上げます。
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